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ま え が き 

 
 

Uber Eats に代表されるプラットフォーム・エコノミー関連事業の日本進出により、

プラットフォームを経由する新たな就労形態が理論研究の対象から、一気に現実味を帯

びるようになった。少子高齢化への対策の一環として、兼業・副業が促進される中、兼

業・副業として従事することに適しているという意味においても、プラットフォーム・

エコノミー関連事業の利用実態を解明し、とりわけそれに従事する際の現行法規制上の

問題点を明らかにし、早期に対策を検討することが、労働政策研究において喫緊の課題

となっている。 
諸外国を見渡す限り、中国ほど広くプラットフォーム・エコノミーを利用している国

はない。実際、プラットフォーム就労者の労災問題や労働者性の認定を巡って、様々な

実務上の問題が生じている。これらの問題に関して、中国の政策的対応の現状を取りま

とめた研究もあるが、現在、中国では、プラットフォーム・エコノミー関連の就労問題を

包摂的に解決する特別法はまだ立法に至っていない。このような状況の中で、中国の裁

判官は限られた法的根拠をもとに、独自の論理を組み立て、個々の事案の事実関係を考

慮した上で、訴訟当事者にとって公平な結論を導き出すことが求められている。これら

の裁判例を取りまとめた上で、俯瞰的な視点から分析を加えることは、我が国の新たな

就労形態に関する政策研究に多くの示唆をもたらすと思われる。 
本研究では、中国のプラットフォーム就労関連の裁判例計 54 件を取りまとめ、これら

の裁判例の論理構成上の特徴や傾向を分析し、中国のプラットフォーム・エコノミー事

業の展開や労働関係認定を巡る状況を明らかにしている。本研究が、企業、労働組合、研

究者、及び関連機関等、本テーマに関心を持つ専門家の方々に、活用していただければ

幸いである。 
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